
2023年 7月 7日  

- 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
     

 

津市では、平成１８年の合併後、一体感の醸成や均衡のとれた地域の発展をテーマに合併時に約束された事

業を進め、概ね完了した段階にあり、今、まさに、新たなまちの姿を描きはじめるタイミングにあります。 

人口減少や少子化といった課題や耕作放棄地を防ぐといった課題は、今、積極的な行動を起こさなければ

より厳しい状況に追い込まれます。決して現状に満足することなく、こうした課題に果敢に挑んでいく、そのス

タートダッシュを、市民に最も近い基礎自治体として、どのような分野に照準を合わせていくのか。将来の津市

政を展望し、新しいステージにおける津市の創造に向けた３つのビジョンのもと津市づくりを進めています。 

 

 
  

国が、令和５年６月に提示した「こども未来戦略方針」には、７５年ぶりの保育士の配置基準の改善や児童手当の充実など歓迎する

政策が盛り込まれましたが、残念なことにこれまで要望を重ねてきたこども医療費の無料化は含まれていません。こうした国が取り

組まない領域においても、津市独自の新たな政策を構築していきます。 
   

  ●保育人材の確保 

保育施設の利用定員は、これまで入所希望者数の増を見据え、民間保育施設の御協力も得

て、合併以降１，５７２人の定員増を図ることにより、待機児童ゼロを継続してきましたが、本

年４月１日、合併後初めて、５７人の待機児童が発生しました。最近、民間保育施設で、保育士

等が確保できないことにより、定員一杯の児童を受け入れることができない状況が生じてき

ています。そこで、保育人材を確保するため、新たに津市の保育施設に勤務する保育士・幼稚

園教諭等に２０万円を給付する保育士・幼稚園教諭等就労開始応援事業を創設します。  
 

●保育施設における使用済み紙おむつの回収・処分 

公立及び民間保育施設における使用済み紙おむつの持ち帰りは、保護者の負担が大きく、保育

士等においても管理やこども毎の振り分けを行うことへの負担が発生しています。使用済み紙おむ

つを保育施設で回収・処分する仕組みを構築し、保護者や保育士等の負担を軽減します。 
                                        

●こども・妊産婦に対する医療費助成制度の拡充 

既に中学生まで実施している子ども医療費助成は、窓口無料化を中学生まで拡大し所得制限を

撤廃します。県内で唯一津市だけが実施している妊産婦の医療費助成についても、所得制限を撤

廃し窓口無料化を実施します。 
 

●１か月児健康診査の無料化 

現在行っている妊婦一般健康診査、産婦健康診査の費用助成などによる妊娠期から子育て期

にわたる切れ目のない支援に、新たに１か月児健康診査の助成を加えます。 
           

●子育てにおける心身の負担軽減策の具体化 

   子育て応援ヘルパー派遣事業の創設を目指すとともに、男性の育児参加の促進にも力を入れて

いきます。周りに家事や子育てを手伝ってもらえる人がいなくて困っている方がいらっしゃり、そ

うした負担が少子化につながっていきます。女性の就業継続や第２子以降の出生割合は、男性の

家事や育児の時間が長いほど高い傾向にある中、日本における男性の家事や育児の時間は低水

準にあります。仕事と生活を調和させるワーク・ライフ・バランスも推進し、育児負担が女性に集中

する「ワンオペ」の改善など、子育てにおける心身の負担軽減策を展開します。 
      

●「こども基金」の創設の検討 

出会い応援事業の拡充、教員支援員、スクール・サポート・スタッフ及び部活動指導員の増員、小中学校のトイレの洋式化率の更なる

向上や放課後児童クラブの整備の加速化など現在取り組んでいる事業も拡充、深掘りし、出会い・結婚・出産・子育てしやすい環境づ

くりをより一層進めます。 

こども・子育て政策を継続して展開していくためには、安定的な津市独自の財源が必要です。ボートレース収益金を活用した「こど

も基金」の創設を検討します。 
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 ７月は梅雨明けの時期であり、本格的な暑さがやってくる季節です。 梅雨（つゆ）の始まりを入梅（にゅうばい）、梅雨の終わりを出梅（しゅつば

い）と言いますが、天気予報でよく耳にする言葉で「梅雨前線」は、「ばいうぜんせん」と呼び、「つゆぜんせん」と呼ばないのは何故でしょう。 日本

語は本当に難しい！ グローバルな時代、日本語を学ばれる外国のみなさんは苦労されているのではないでしょうか。 

 三重県の県都である一文字の「津」も地名として相手に伝えるのは難しいかもしれませんね。 伝えることの難しさは古今変わりませんね。 

さて今回は、常に住民に向けて市政の取り組みを発信し続けてみえる津市前葉市長のお取組みを紹介いただきます。 

 

新しいステージにおける津市の創造に向けたビジョンを紹介します 

こども・子育て政策～こどもを生み育てやすい社会をつくります～ 

津市長 前葉 泰幸 



 

 

 

 
 

●津駅周辺 

津駅周辺は、駅から放射状に広がる津駅周辺道路空間整備広域ネットワークの構築

に取り組みます。津駅東口はバスタプロジェクトが着実に事業化されるよう国や県と連

携を密にし、回遊性の強化や賑わいを継続していく仕組みづくりの検討を進め、津駅

西口の整備に向けては、令和４年度から取り組んできている基本構想の策定を完了さ

せ、地域意向の確認に入ります。同時に、生まれ変わった津駅とそれにつながる道路網

が相互に機能を発揮できるよう津駅とつながる広域的な道路ネットワークづくりを先

行して進めます。大谷踏切の拡幅によって新たに生まれる車の流れ、それにつながる

三重県が建設する志登茂川河口架橋の完成を最大限に活かした車の流れをイメージし、

津駅前と志登茂川河口架橋を結ぶ「津駅前線」に加え、リニア中央新幹線の三重県駅も

見据え、「広明町河辺町線」及び「内多清水ヶ丘線」も拡幅します。また、津駅北において

鉄道と立体交差する「下部田垂水線」については、構想の具体化に向けて動き始めます。 

リニア中央新幹線の三重県駅の開駅は、津市の新たな可能性を拓きます。津市、鈴

鹿市、亀山市の市民にとって利便性が高く、地域経済の活性化につながるような三重

県駅を中心とした広域的な都市づくりに対する意識を深め、鈴鹿市、亀山市と連携し

ながら市境にとらわれないまちを展望し、実現に向けた取組を進めます。 
 

●大門・丸之内地区 

大門・丸之内地区は、未来ビジョンに基づく新たなまちづくりに挑戦します。エリアプ

ラットフォーム「大門・丸之内 未来のまちづくり」を主体に、立町・大門大通り商店街の

道路や丸之内商店街エリアの国道２３号を活用した恒常的な人の流れや賑わいを創出

するトライアルな取組を開始するとともに、津城跡については、未来にどのような姿を

引き継いでいくのか、まずは、ホームページや広報津を通じた情報発信を行い、市民等

から意見を伺いながら検討を進めます。そして、中長期的な視点から地権者等の将来

的な意向を踏まえたまちの実現に向けて都市計画を見直し、多様な土地利用を可能に

します。 
 

 

 
 

●農地 

令和５年度から将来における地域の農業の在り方や

農地利用の姿を明確化する「地域計画」を定めることと

なりました。津市は令和６年度までの２年間で農業者、

関係機関等と協議を重ね１６８地区で計画を策定し、そ

れらを実行に移すことで新規就農や経営継承等への支

援を促進し、担い手の確保・育成を行います。 

 

 

 

●山林 

津市は全国トップクラスの速さで森林経営管理制度の取組を進め、令和元年度の芸濃地域

を皮切りに実施してきた経営管理意向調査は、令和５年度に全地域に至ります。森林の現況

調査及び所有権の明確化、間伐の実施などをさらに進めるとともに、津市産の木材を主要部

材に使用して新たに建築する木造住宅に対する支援等を行う木材利用促進事業もより一層

推進します。 
 

 

●産業用地 

中勢北部サイエンスシティ、ニューファクトリーひさいにおける企業誘致が

完了し、現在は民間の遊休地への誘致を図っていますが、人口減少対策にお

ける社会増に向けては、雇用の場を確保することが最も重要です。新型コロナ

ウイルス感染症の拡大により一時的に産業用地の需要は減少したものの、現

在は投資意欲のある企業や工場等の建て替え・増設を計画している企業から

の問い合わせが増加傾向にあります。この流れを掴みニーズに応えるべく、柔

軟かつ迅速に対応できる用地開発のノウハウや資金力等を持つ民間事業者

が主体となった産業用地の整備を進めます。 

まちなか～価値を高め、土地利用の可能性を広げる試みを実行します～ 

未来の安心～森林や農地を次世代に引き継ぐとともに、新しい産業用地をつくります～ 

津駅周辺道路空間整備広域ネットワーク 

＜トピックス＞ 

  政府は二酸化炭素の排出量に応じて企業などがコストを負担する「カーボンプライシング」の制度の導入などを速やかに実行でき

るよう新たな戦略を、７月中をめどに策定するとのことです。  

県内でもグリーンカーボンやブルーカーボンを捉えてＪクレジット制度の活用に取り組まれているところもありますが、その手続きに

は一様に苦労されています。 意識はあっても取り組みに躊躇しないよう大胆な制度改革も期待したいですね。 


